
令和７年４月
北関東防衛局

～ 北関東防衛局発注業務について ～



駐屯地等名 項目
予算額

（契約ベース）

陸
上
自
衛
隊

土浦駐屯地 実習場の整備等 約 １３ 億円

勝田駐屯地 通信網の整備等 約 １ 億円

霞ケ浦駐屯地 通信網の整備 等 約 ６ 億円

朝日分屯地 通信網の整備等 約 １ 億円

古河駐屯地
最適化事業に係る整備
（設計） 等

約 １ 億円

航
空
自
衛
隊

百里基地
格納庫、最適化事業に係
る整備（工事）等

約 １１４ 億円

茨城県内 合計 約 １３７ 億円

防衛省では、令和７年度予算において、茨城県内の自衛隊施設の整備（宿舎整備含む）として、約１３７億円を計上
いたしました。
なお、防衛省では、既存施設の老朽化対策や防護性能の付与を集中的かつ効率的に進めるため、令和５年度より、
各駐屯地・基地等における施設の集約・再配置等の最適化事業を行っています。
最適化事業に係る主要事業として、航空自衛隊百里基地などにおいて必要な経費として約３１億円を計上しています。

※ 予算額については、四捨五入によっているので計と符合しないことがある。

当局においては、現在、令和７年度事業の公告案件をホームページにて公表しておりますのでご確認をお願いします。また、競争参加

資格登録の受付も行っておりますので、登録を希望される方は、北関東防衛局総務部契約課までお問い合わせください。

北関東防衛局調達部

令和７年度自衛隊施設整備関連予算（茨城県）



公告情報の自動メール配信

令和３年度から、防衛省の工事・業務への入札参加を検討される方へ、公告日に公告情報の自動メール

配信を行っています

公告日に登録されたメールアドレスに配信します。ぜひ、ご登録ください

○ 自動メール配信機能の設定・登録

☞ 電子入札システム利用者登録画面 ☞ 「メール受信希望」、「希望局」の登録

☞ 「希望業種・希望ランク」の登録

☞ 「希望局」/「希望業種・希望ランク」欄で選択した条件に当て
はまる案件が公告された際、登録した連絡先メールアドレス
に『公告のお知らせ』メールが送信されます。

☞詳細は電子入札システムの利用者登録画面からご確認くだ
さい。

（お問合せ先）

防衛施設建設工事電子入札ヘルプデスク

TEL：03-5444-5890

（受付時間 平日9:00－17:00）

電子メール：helpdesk@mail.dfeg.mod.go.jp

（24時間受付 ※回答は平日9:00－17:00にお電話でのご回答となります） 1



競争参加資格登録の手続

防衛省が発注する建設工事の入札に参加するためには、当省の資格審査を受け、『有資格者名簿』への

登録が必要です（地方防衛局、自衛隊が発注するすべての工事が対象）

『有資格者名簿』は２年ごとに更新します（更新の都度、資格審査が必要）

☞ 個別の発注案件の入札参加申請と同時に有資格者名簿への登録申請が可能です

ご不明な点は北関東防衛局契約課までお問合せください

○ 防衛省が発注する工事に参加するための流れ

参
加
を
希
望
す
る
建
設
業
者

＜国土交通大臣、都道府県知事＞

経営事項審査

① 経営事項審査の請求・総合評定値の請求

② 総合評定値通知書

③ 競争参加資格登録の申請（②総合評定値通知書を添付）

④ 資格審査結果通知書

＜地方防衛局＞

申請書受付・通知書
発送

＜防衛省＞

資格審査・名簿登録

⑤ 利用者登録
防衛省電子入札システム

入札説明書や資材価格情報・過去の案件情報もご覧になれます

☞公共工事を請負う業者は「建設業法」に基づき経営事項審査を
受ける必要があります

☞格付（一式工事） ☞格付（専門工事）

等級 総合審査数値 予定金額の範囲 等級 総合審査数値 予定金額の範囲

Ａ 990点以上 3億円以上 Ａ 870点以上 5千万円以上

Ｂ 830～990点未満 1～3億円未満 Ｂ 780～870点未満 2～5千万円未満

Ｃ 760～830点未満 3千万円～1億円未満 Ｃ 780点未満 2千万円未満

Ｄ 760点未満 3千万円未満

※総合審査数値＝
経営事項評価数値＋主観的点数
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※発注予定につきましては、各年度の４月、１０月に公表しています。
（上記の時期以外においても、変更があった際には、適宜公表しています。）

北関東局ホームページ /https://www.mod.go.jp/rdb/n-kanto/index.html

（参考）北関東防衛局ホームページにおける発注予定の掲載

クリック

発注予定をクリック

ここをクリック
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◎ 契約後の積算内訳書に関して

１ ダウンロードシステムにおける積算内訳書の見つけ方
防衛施設建設工事電子入札システムセンター（http://www.dfeg.mod.go.jp/）より
ダウンロード出来ます。

【防衛施設建設工事電子入札システムセンター】

【ここをクリック】

（参考） 契約後の積算内訳書に関して

4



【ここをクリック】

（参考） 契約後の積算内訳書に関して
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（参考） 契約後の積算内訳書に関して
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（参考） 契約後の積算内訳書に関して
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（参考） 契約後の積算内訳書に関して
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一般競争入札（総合評価落札方式）競争参加向上型の試行

公共発注業務の受注実績の少ない企業の入札参加を促し、競争性を更に高めることを目的として、公共

工事における業務成績の評価はせず、民間を含めた過去の同種業務実績の件数により評価を行う「競争

参加向上型」を試行しています

☞対象工事は、工事目的物が民間の実績においても数多く存在し、民間の実績により評価を行っても品質が
低下するおそれのないと認められる工事

☞工事成績等の評価を行わない代わりに、同種性が認められる工事・より同種性の高い工事の実績を評価

○ 対象工事 等

○ 評価基準

項目 着目点 等 配点 得点 項目 着目点 等
配
点

得点

企
業

実績

工事実績（同種） ２

30

企
業

工事実績
（最大3件）

より同種性の高い工事 9
25
30難工事実績 3 同種性が認められる工事 4

ISO 若手・女性技術者等 5 5ISO 若手・女性技術者等 5

成績・表彰
工事成績（最大３件） １0

技
術
者

経験
（最大3件）

より同種性の高い監理技術者経験 9

25
優秀工事表彰（最大３件） 10 より同種性の高い担当技術者経験 4

技
術
者

経験

工事実績（同種） 2

30

同種性が認められる監理技術者経験 4
監理技術者等 10

同種性が認められる担当技術者経験 2
難工事実績 3

資格 ○○施工管理技士 1成績・表彰 優秀業務表彰（最大３件） 10
5その他 ＣPＤ 予備自衛官等 4資格 ○○施工管理技士 1

その他 ＣＰＤ 予備自衛官等 4
賃上げ表明企業に対する評価 4 4

賃上げ表明企業に対する評価 4 4 合計 64

合計 64

☞ 施工能力評価型 ☞ 競争参加向上型

民間実績も
同等に評価



一般競争入札（総合評価落札方式）競争参加向上型の試行)(事例の紹介）

例：木更津（６）宿舎改修等建築工事 (競争参加向上型）

宿舎改修 構造 ：鉄筋コンクリート造 ５階建て

規模 : 建物延べ面積 約 2,600㎡（４０戸）

工事内容：外壁改修、屋上防水改修、内装全面改修

○ 対象工事

○求める工事実績

項目 着目点 等
配
点

得点

企
業

工事実績
（最大3件）

より同種性の高い工事 9 25
30同種性が認められる工事 4

5ISO 若手・女性技術者等 5

技
術
者

経験
（最大3件）

より同種性の高い監理技術者経験 9

25
より同種性の高い担当技術者経験 4
同種性が認められる監理技術者経験 4

同種性が認められる担当技術者経験 2

資格 ○○施工管理技士 1
5

その他 ＣPＤ 予備自衛官等 4

賃上げ表明企業に対する評価 4 4

合計 64

☞ 競争参加向上型

企業に求める実績

平成21年度（過去15年分の実績を評価）以降入札公
告日までに、元請けとして完成・引き渡しが完了した
工事実績(民間実績も評価）

・より同種性の高い工事

構造が鉄筋コンクリート造の改修建築工事又は新設

建築工事を施工した実績を有すること

・同種性が認められる工事

構造が鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋コンクリート造
又は鉄骨造の改修建築工事又は新設建築工事を施工
した実績を有すること

技術者も企業の工事実績に同じ

改修工事の場合は、企業にも
面積など要件は求めない。



●Ｗｅｂ会議システムの活用 
 遠隔臨場のＷｅｂ会議システムの活用により、工事に係る打合わせや各種会議への受

発注者双方の移動時間による負担を無くし、意思疎通を円滑に行い、業務効率化を図り

ます。 

活用例 

・多くの関係者が参加する定例会議。 

・受発注者間の打ち合わせ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

監督業務の遠隔臨場の適用拡大と工事監理業務への遠隔臨場の適用 

防衛省の建設工事における監督業務の遠隔臨場は、情報通信技術の活用

により、移動時間や立会等の待ち時間短縮など受発注者の双方にとって効

果があることから、現在、多数の現場に導入し試行しています。 

更なる業務効率化に向け、「建設工事における監督業務の遠隔臨場の適用

範囲の大幅拡大」、「工事監理業務への遠隔臨場の適用」、「Ｗｅｂ会議システ

ムの活用」を推進します。 

適用開始日 

概 要 

北関東防衛局 調達部 調整計画課 総務企画担当補佐 048-600-1825（内線2415） 

       

 

●工事監理業務への適用 
 遠隔臨場は工事を対象としていましたが、工事監理業務にも適用することにより、建

設コンサルタントも含め、現場関係者全体で業務の効率化を図っていくこととします。 

適用対象 

・工事監理業務対象工事が遠隔臨場対象工事（原則、すべてを対象）。 

・監督官・工事受注者・監理業務受注者にて協議を行い、適切な業務履行が 

可能である場合。 
 

●対象工事の拡大 
 遠隔臨場の対象工事は離島や遠隔地等に限定していましたが、遠隔臨場を適用するこ

とが困難である場合などを除き、原則、すべてを対象とします。 

遠隔臨場が適用困難な例 

・通信環境が整わない現場。 

・工種によって不十分、非効率な確認になってしまう恐れのある確認項目。 

・その他、遠隔臨場とすることが適切でない場合等。 

〇新規発注 
令和６年７月１日以降に入札公告又は手続き開始の公示を行うものから適用します。 

 

〇既契約（特記仕様書に記載がないもの） 
 受発注者間で協議のうえ、実施できることとします。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【現状】 

  

 

 

【現状】 

入札公告日（企画競争又は公募型プロポーザル方式における手続き開始

の公示日を含む。以下同じ。）時点において、配置予定管理技術者の手持ち

業務量が５億円未満かつ 10件未満であること。 

  ただし、手持ち業務に調査基準価格を下回る価格で落札した業務がある場 

合は、２．５億円未満かつ５件未満であること。 

 なお、防衛省発注機関が発注した業務については、手持ち業務量の件数の 

み対象とし、契約金額は対象外とする。また、発注する業務の履行開始予定 

日までに完了する見込みの手持ち業務については、手持ち業務量の対象外 

とする。 

 

 

【変更点】 

  

 

 

   【適用時期】 

 

建設コンサルタント業務における手持ち業務量の大幅な制限緩和

について［令和６年７月］ 

当省発注の防衛施設整備に係る建設コンサルタント業務（設計、監理等）

は、入札公告日時点において、これまで設定していた配置予定技術者の手持

ち業務量を５億円未満（ただし防衛省分の契約金額は含めない）かつ 10件未

満としてきました。 

防衛力整備計画において、今後、自衛隊施設の強靭化に係る事業の大幅な

増大が見込まれるところです。 

そのため、建設コンサルタントが担う基本検討・実施設計・工事管理業務

等についても、各地方防衛局等において相当の発注件数・規模が見込まれる

こと、また、今般の技術者不足も踏まえ、配置予定技術者の手持ち業務量に

ついて、大幅に見直しすることとします。 

 

防衛省 整備計画局施設計画課 契約制度企画室 

建設契約審査班 03-3268-3111（内線）36443、36448 

令和６年７月１日以降に入札公告または手続き開始の公告を行う業務を 

対象に適用することを基本とします。 

10件を２０件に変更 


